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*早期適用は2018年4月1日以後開始する事業年度から。さらに、2018年12月31日に終了する事業年度から2019年3月30日に
終了する事業年度までにおける年度末に係る連結財務諸表及び個別財務諸表からも適用が可能。
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【5ステップによる収益認識と各ステップにおける主な論点】

日本基準は、IFRS第15号に基づく基本的な取扱いに加え、日本における実務に配慮した代替的な取扱いや設例を含みます。
• 代替的な取扱い－要件を満たす場合に選択できます。例えば、重要性が乏しい契約変更、出荷及び配送活動、期間が

ごく短い工事契約や受注制作ソフトウェア、船舶による運送サービス、出荷基準などの項目があります。
• 設例－日本特有な取引に関するものについて追加的に作成されており、消費税等、小売業における消化仕入等、

他社ポイントの付与、工事損失引当金に関するものがあります。

IFRS第15号「顧客との契約
から生じる収益」が発効しました
（2018年１月１日以後開始する
事業年度）。

IFRS第15号は、「支配の移転」
に焦点をあて、右図の 5ステップ
で収益を認識します 。 IFRS
第15号の適用により、収益認識
の額とタイミングが大きく変わる
可能性があります。また、定量
的・定性的な開示の拡充が
求められます。

日本では、 2018 年 3 月に、
「収益認識に関する会計基準」等
が公表されました（2021年4月1日
以後開始する事業年度から
適用）。IFRS第15号の基本的な
考え方が取り入れられています。

適用の対象と
なる契約の
内容・範囲を把握

対象となる契約に
収益を認識する
単位（履行義務）
がいくつ含まれて
いるかを把握

対象となる契約の
収益の額を算定
（測定）

履行義務が複数
含まれている場合
には取引価格を
配分

収益を認識する
単位ごとに認識
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1月からの3カ月間のIFRSに
関連するその他のニュースを
紹介します。

直近のニュースをご覧に
なりたい場合は、PwCのInform
ウェブサイト（下記）をご利用
ください。

A. IASBが、IAS第19号「従業員給付」の修正（制度の改訂、
縮小または清算）を公表（2月7日）

IASBは、2月7日、IAS第19号「従業員給付」の狭い範囲の修正
となる、「制度改訂、縮小又は清算（IAS第19号の修正）」を公表
しました。

IAS第19号は、確定給付制度の変更（制度改訂、縮小又は清
算）が生じた場合に、確定給付負債（資産）の純額を再測定する
ことを企業に求めていますが、変更後の残りの報告期間におけ
る当期勤務費用および利息純額の算定方法についてはこれま
で明示していませんでした。
本修正により、企業は確定給付制度の変更後の残りの報告期

間における当期勤務費用および利息純額の算定において、再
測定により更新された仮定を使用することが求められます。
本修正は、2019年1月1日以後開始する最初の事業年度の期

首から適用され、早期適用も認められます。

B. IASBが、IFRS第17号「保険契約」の移行リソースグループの
最初のテクニカルなミーティングを開催（２月7日）

2月7日、IFRS第17号の適用をサポートをするために設置され
た移行リソースグループ（TRG）の最初のテクニカルなミーティン
グが開催され、以下を含む6つの案件が検討されました。

 単一の契約における保険構成要素の分離
 年次において保険料を再設定する契約の境界線
 保有再保険契約の境界線

C. 金融庁が、指定国際会計基準を一部改正（3月16日）

金融庁は、3月16日、「連結財務諸表の用語、様式及び作成
方法に関する規則に規定する金融庁長官が定める企業会計の
基準を指定する件」の一部改正を公表しました。

本改正は、IASBが2017年12月31日までに公表した基準を指定
国際会計基準とするものであり、2017年10月に公表されたIFRS
第9号「金融商品」の改正も含まれています。

本改正は、3月16日から適用されます。

D. IFRS財団が、IFRS財団アジア・オセアニアオフィスの
ディレクターに高橋真人氏を指名（3月20日）

IFRS財団は、IFRS財団のリエゾンオフィスである、アジア・
オセアニアオフィスのディレクターとして高橋真人氏を指名する
ことを公表しました。高橋氏は、初代ディレクターである竹村光広
氏の後任として、2018年5月より着任予定です。

髙橋氏は、直近は住友商事の子会社であるサミット株式会社
の取締役常務執行役員及びCFOを務めていました。

E. IASBが、IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び
誤謬」の修正案を公表（3月2７日）

本公開草案は、IFRS解釈指針委員会のアジェンダ決定による
会計方針の任意の変更を遡及適用する場合に、IAS第8号にお
ける 実務上不可能の閾値を低くすることを提案しています。この
場合の閾値には、新しい会計方針を遡及適用することにより財
務諸表の利用者に対して予想されるベネフィット、および、遡及
適用による影響の算定に係る企業のコストを考慮に含めることが
提案されています。
コメント期限は2018年7月27日です。

F. IASBが、財務報告に関する概念フレームワークを公表（3月29日）

3月29日に公表された本概念フレームワークは、これまでの
概念フレームワークを改訂するものです。
概念フレームワークは、基準ではありませんが、財務報告の

基本的な概念を示すもので、IFRS®基準の基礎となります。IASB
がIFRS®基準を設定する際の判断を導くものであり、また、企業
がIFRS基準で扱っていない特有の取引について会計方針を
設定する際の拠り所となるものです。
本概念フレームワークでは主に以下を改善しました。

 測定に関する新しい章の追加
 財務業績報告のガイダンスの追加
 定義およびガイダンスの見直し
 慎重性（prudence）、受託責任（stewardship）、

測定の不確実性 などの主要な分野の明確化

その他の
IFRS関連ニュース

Inform
https://inform.pwc.com/



How PwC can help IFRSの基準書や総合的な情報は

Inform

全面的な IFRSコンバー
ジョン支援から、特定領域
のみのアドバイザリーまで
幅広くご支援します。

経営情報の比較可能性
向上と業務効率化のた
め、勘定科目の整備と会
計マニュアルの作成をご
支援します。

決算早期化の阻害要因
を解決し、マネジメントサ
イクルの統一をご支援し
ます。

IFRS導入支援
グローバル勘定科目

統一支援
決算期統一・

決算早期化支援

アドバイスから、リソースの
提供、アウトソーシングま
で、クライアントの体制と
ニーズに適した関与形態
でご支援します。

内部監査支援

M&Aなどの取引実行前段
階から実行後段階まで、
すべての場面で会計アド
バイスを提供します。

企業買収・再編関連
会計アドバイザリー

複雑な会計領域につい
て、戦略的な会計処理を
ご提案します。

複雑な会計領域
のアドバイス

日本企業をとりまく状況
グローバル化の進展・加速

海外子会社とのコミュニケーション/協働体制を推進する必要性

グローバル経営管理体制の強化/再構築の必要性

クライアントのニーズに
合致したカスタマイズした
研修を提供して、経理人
材の育成を支援します。

経理人材育成
の研修支援

海外進出に当り、現地調
査から設立手続きまで総
合的に支援します。

海外進出の
総合支援

ＰｗＣがお手伝い
できること



PwC Japan

PwCあらた有限責任監査法人

PwC京都監査法人

PwCコンサルティング合同会社

PwCアドバイザリー合同会社

PwC税理士法人

PwC弁護士法人

PwC Japanグループは、日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファームおよびそれらの関連会社の総称です。
各法人は独立して事業を行い、相互に連携をとりながら、監査およびアシュアランス、ディールアドバイザリー、コンサルティング、
税務、法務のサービスをクライアントに提供しています。

PwC Japan IFRS ウェブサイト：

http://www.pwc.com/jp/ja/ifrs.html

Inform （IFRSの基準書や総合的な情報提供ウェブサイト）：

https://inform.pwc.com/

PwC Japan IFRS プロジェクト室：

E-mail： aarata.ifrs@jp.pwc.com
責任者： 小林 昭夫 澤山 宏行
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